
障がい者の生活安定のために

特定贈与信託

＜内容＞
■ 特定贈与信託とは
■ 特定贈与信託Q&A
・誰でも信託することができますか？
・対象となる障がい者の範囲はどのようになっていますか？
・信託期間はどのようになっていますか？
・信託が終了した場合の残余財産はどうなりますか？
・信託できる財産にはどのようなものがありますか？
・金銭の交付はどのように行われるのですか？
・どのような費用がかかりますか？
・運用収益に対する税金はどうなりますか？
・信託するにはどのようなものが必要ですか？



受託者

信託銀行等

特定贈与信託とは
　特定贈与信託は、特定障害者（重度の心身障がい者、中軽度の知的障がい者および障害等級２級
または３級の精神障がい者等）の方の生活の安定を図ることを目的に、そのご親族等[委託者]が
金銭や有価証券等の財産を信託銀行等［受託者］に信託するものです。
　信託銀行等は、信託された財産を管理・運用し、特定障害者 [受益者]の方の生活費や医療費
として定期的に金銭を交付します。
　この信託を利用すると相続税法の「特定障害者に対する贈与税の非課税制度」により、特別障害
者の方については6,000万円、特別障害者以外の特定障害者の方については3,000万円を限度
として贈与税が非課税となります。

　特定贈与信託を利用すると、一定の金額まで贈与税の非課税措置が受けられるほか、信託された
金銭等は信託銀行等において安全に管理されます。これにより、贈与税の負担を負うことなく確実に
財産を贈与することができ、障がい者の方のご資産を形成することができます。
　また、万が一、ご親族等が亡くなられた場合であっても、引き続き障がい者の方に生活費や医療費
等が信託銀行等から定期的に交付されます。
　このため、特定贈与信託を活用することで、ご親族等亡き後の障がい者の方の将来の生活に備える
ことが可能です。

①特定障害者扶養
　信託契約の締結

③定期的金銭の
交付

②障害者非課税
　信託申告書

信託終了時の
残余財産寄附等
（任意）④信託に関する計算書

みなし贈与

（贈与税非課税限度）
・特別障害者　　6,000万円
・特別障害者以外の特定障害者　3,000万円

委託者

ご親族等

受益者

特定障害者

信託財産の
管理・処分・運用

特定贈与信託のしくみ

特定贈与信託のメリット

税務署

ボランティア・障がい者団体
社会福祉施設　等
〔帰属権利者(※)〕

(※)委託者は信託設定時に法人または個人を
帰属権利者に指定することができます。



続きは中面をご覧ください

特定贈与信託Q&A
　特定贈与信託についての理解をより深めていただくために、特定贈与信託の主な内容を
「特定贈与信託Q&A」としてまとめました。

誰でも信託することができますか？

　特定障害者のご親族、篤志家等の個人に限られます。また、ご親族等が何人かで共同して
信託することもでき、1人の障がい者を複数の親族で支えることも可能です。
　なお、法人からの贈与は、一時所得となりますので、この制度の対象とはなりません。

対象となる障がい者の範囲はどのようになっていますか？

　対象となる「特定障害者」は、障がいの程度によって「特別障害者」と「特別障害者以外の特定
障害者」に分けられており、贈与税の非課税限度額が異なっています。

１．特別障害者
　心身障がい者の中でも精神または身体に重度の障がいがある特別障害者の方は、
6,000万円まで贈与税が非課税になります。特別障害者の範囲は、法令により次のとお
りとされています。
① 精神上の障がいにより事理を弁識する能力を欠く常況にある者または児童相談所、知的障害者
更生相談所、精神保健福祉センターもしくは精神保健指定医の判定により重度の知的障がい
者とされた者

② 精神障害者保健福祉手帳に障害等級が１級である者として記載されている精神障がい者
③ 1級または２級の身体障害者手帳保有者
④ 特別項症から第３項症までの戦傷病者手帳所有者
⑤ 原子爆弾被爆者として厚生労働大臣の認定を受けている者
⑥ 常に就床を要し、複雑な介護を要する者のうち精神または身体の障がいの程度が上記①または
③に準ずるものとして市町村長等の認定を受けている者

⑦ 精神または身体に障がいのある年齢65歳以上の者で、その障がいの程度が上記①または
③に準ずる者として市町村長等の認定を受けている者

２．特別障害者以外の特定障害者
　特別障害者以外で次のいずれかに該当する方は、3,000万円まで贈与税が非課税になります。
① 児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センターまたは精神保健指定医の判定に
より中軽度の知的障がい者とされた者

② 精神障害者保健福祉手帳に障害等級が２級または３級である者として記載されている精神
障がい者

③ 精神または身体に障がいのある年齢65歳以上の者で、その障がいの程度が上記①に準ずる
者として市町村長等の認定を受けている者

　なお、障がい者の行為能力の程度により、成年後見人、保佐人、補助人または任意後見人
（以下「後見人等」という）が必要となる場合があります。



信託期間はどのようになっていますか？

　特定贈与信託は、受益者である特定障害者の死亡の日に終了することとされており、予め
信託期間を定めることはできません。

信託が終了した場合の残余財産はどうなりますか？

　特定障害者が死亡した際の残余財産は、その相続人または受遺者に交付されます。また、
信託する際にボランティア・障がい者団体や社会福祉施設等を指定しておくと、残余財産を
寄附して他の障がい者のために活用することもできます。

金銭の交付はどのように行われるのですか？

　特定障害者の生活または療養の需要に応じて、定期的に、実際に必要な金額を金銭でお支
払いします。

どのような費用がかかりますか？

　費用については、個々の信託契約によって定められますが、信託報酬や租税公課、振込手数料、
その他事務処理にかかる費用等があり、当該費用は、信託財産から支払われます。

信託できる財産にはどのようなものがありますか？

　信託できる財産は、法令により次のとおりとされています。

① 金銭
② 有価証券
③ 金銭債権
④ 立木および立木の生立する土地（立木とともに信託されるものに限ります）
⑤ 継続的に相当の対価を得て他人に使用させる不動産
⑥ 受益者である特定障害者の居住の用に供する不動産（上記①から⑤までの財産のいずれかと
ともに信託されるものに限ります。）

特定贈与信託は、定期的に金銭を交付する必要がありますので、収益を生じる財産や
換金性の高い財産に限られます。上記②から⑥までの財産については、信託銀行等に
個別にご相談ください。

　信託する財産の価額の評価は、相続税財産評価によります。
　なお、特別障害者は評価額6,000万円まで、特別障害者以外の特定障害者は評価額3,000
万円まで贈与税が非課税となりますので、この金額までは追加して信託することができます。
この場合、当初信託した信託銀行等の本・支店で手続きする必要があります。



運用収益に対する税金はどうなりますか？

　信託財産の運用により生じる収益は、受益者である特定障害者の所得となりますので、所得の
種類に応じて所得税が課税されます。

信託するにはどのようなものが必要ですか？

　委託者、受益者には、それぞれ次のものが必要になります。

● 委託者：信託する財産、印鑑
● 受益者：障害者非課税信託申告書、特定障害者の区分に応じた証明書、住民票、

印鑑等

　以上のほか、後見人等が選任されている場合には、後見人等の届出書、印鑑証明書等が必要と
なります。
　なお、信託銀行等により取扱いが異なることがあります。

＜非課税申告の手続き＞　
　次の1～3の書類を添付のうえ、信託銀行等を経由して、障害者非課税信託申告書を所轄の
税務署長に提出することとなります。 

1.特定障害者扶養信託の契約書の写し
2.特定障害者の区分に応じた証明書
（イ）精神上の障がいにより事理弁識能力を欠く常況にある者または知的障がい者

⇒児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センターまたは精神保健指定医の
証明書、療育手帳の写し

（ロ）精神障がい者　
⇒精神障害者保健福祉手帳の写し

（ハ）1級または2級の身体障害者手帳所有者
⇒身体障害者手帳の写し

（ニ）特別項症から第3項症までの戦傷病者手帳所有者
⇒戦傷病者手帳の写し

（ホ）原子爆弾被爆者
⇒厚生労働大臣の証明書

（ヘ）常に就床を要し、複雑な介護を要する者または年齢65歳以上の者で障がいの程度につき
市町村長等の認定を受けている者
⇒市町村長等の証明書

3.信託受益権の価額の計算の明細書と当該特定障害者の住民票の写し

詳しくは特定贈与信託取扱い信託銀行等の窓口へ

　この特定贈与信託は、それぞれの事情を踏まえ、個別のご相談にもとづいて契約する必要があり
ますので、詳しくは、取扱い信託銀行等にご相談ください。



本資料は、特定贈与信託のしくみ等について紹介し、特定贈与信託の制度について理解を深めていただく
ために作成しているものであり、当該商品の勧誘・推奨を目的としているものではありません。

さらに、詳しく知りたい方は、
信託協会で発行しているパンフレット
「特定贈与信託 その制度のあらましと手続き」を
下記ホームページよりお申込みください。

平成28年8月発行

信託相談所

● 受付時間　　午前9時～午後5時15分
　　 　　　　　（土・日曜日、祝日などの銀行の休業日を除く）
● 電　　話　　　 
　　 　　　　　または  03-6206-3988

　信託相談所では、円滑な相談・苦情等への対応を実施するため、みなさまからの

相談・苦情等をお受けするにあたりまして、お名前、ご住所、電話番号等をお聞きする

場合があります。これらの個人情報は、みなさまからの相談・苦情等への対応のために

利用し、ご本人の同意を得ずに他の目的で利用することはいたしません。

　ご提供いただいた情報は、特定の個人を識別できる情報を除いて、統計資料、相談・

苦情等の事例として利用させていただきます。

　信託銀行等の信託業務等についてのトラブルがなかなか解決しないお客さまは、

「あっせん委員会」をご利用いただけます。

　「あっせん委員会」とは、信託協会が設置する、弁護士、学識経験者、消費者問題

専門家等で構成される中立、公正な委員会です。

　詳しくは信託協会ホームページをご覧ください。

　http://www.shintaku-kyokai.or.jp/profile/profile04.html

　信託協会では、お客さまからの信託に関するご照会やご相談の窓口として

信託相談所を設置しています。

　信託相談所では、信託兼営金融機関および信託会社（以下「信託銀行等」と

いいます。）の信託業務等に対するご要望や苦情もお受けしています。

信託相談所への相談・苦情等にかかる個人情報の利用について

トラブル解決は「あっせん委員会」へ

信託協会

〒100-0005　東京都千代田区丸の内2-2-1 岸本ビル１階
　　　　　　　　TEL.03-6206-3981
ホームページ　http://www.shintaku-kyokai.or.jp/
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